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行政で働く経験 5 年以上の保健師からみた新任期現任教育の現状

The present conditions of new term educations judging from the 
viewpoint of the public health nurse with experience more than five years in administration．
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要　　旨

　行政で働く経験 5年以上の保健師からみた新任期現任教育の現状を明らかにすることを目的に，A県行政機
関で働く経験年数 5年以上の保健師を対象に自記式質問紙による調査を行った．299 名の回答が得られ，有
効回答は294名であった（有効回答率98.3％）．「新人看護職員研修の実施の努力義務を知っている」68.4％，「職
場での話合いがある」31.0％，「新任期現任教育体制が整っている」40.8％であった．経験 5年以上の保健師
が新人保健師と楽しく保健師活動をするには，新任期現任教育体制を整えることと併せて，新任期現任教育に
ついて話し合うこと，教育担当者以外の保健師の役割を明確にすること，中堅期以降の現任教育に新任期現任
教育に関する研修を行い，後輩保健師と組んで仕事をする時期等の検討が望まれる．また，県本庁，保健所，
大学等の機能を踏まえた行政組織以外からの支援ニーズがあることが示唆された．　　
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Ⅰ．はじめに

近年，急激な少子高齢社会の進展，保健サービスの
需要の増大，健康危機管理事象の頻発や甚大化などに
よって地域健康課題は複雑，多様化し，行政で働く保健
師は，より高度な専門性を発揮することが求められて
いる（奥田ら , 2016）．新人保健師においても，現場で
は，保健，福祉，介護保険などの幅広い分野で保健師活
動が求められ，困難事例を担当することも多く，配属さ
れる部署や業務内容で求められる職務内容が異なるにも
かかわらず，新任期から専門的な能力が求められている
（俵ら , 2009）．しかし，大卒新人保健師は，保健師と
しての未熟さや保健師像が描けず苦慮しており（松尾ら , 

2009），現場の保健師が求めるレベルまで到達しないま
ま卒業している（山口 , 2009）．このような新任期保健
師の状況から，平成 22年 4月からは看護師等人材確保
の促進に関する法律で，新人看護職員研修の実施が努力
義務となり，それを受けて平成 23年 3月に「新人看護
職員研修ガイドライン保健師編」（厚生労働省 , 2011）
が提示され，組織的な研修体制の整備の必要性が打ち出
された．
行政で働く保健師の新任期現任教育を推進していく

には，現状を把握し現状に沿って効率よく効果的に進め
ていく必要がある．新任期現任教育の推進のための戦略
を検討するためには，新人保健師の立場からみた現状，
プリセプターなど現任教育を担当する保健師の立場から
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の現状等，多方面からの現状把握が必要である．著者は
これらの考えの下，平成 23年に A県において新任期現
任教育の現状について保健師の全数調査を実施し，これ
までに新人保健師とプリセプターの立場からみた新任期
現任教育の現状を報告してきた（菊池ら , 2016: 菊池ら , 
2017）．
新人保健師は，平常の保健師活動を実施しながら新任

期現任教育を受けて成長する．我孫子（2014）は，現
任教育には，新任保健師の住民に関わることへの戸惑い
や不安，住民との信頼関係を構築することの困難さに対
して，先輩保健師の支援による安心感を抱き，仕事のや
りがい感や個別支援での達成感を持つことで保健師とし
ての喜びへとつなげることが重要であると述べている．
このように，新任期の現任教育において経験 5年以上
の保健師の協力は欠かせず，その役割と力量による影響
は大きいと考えられる．また，新任期現任教育は，組織
以外の協力も必要とされることから，行政で働く経験 5
年以上の保健師からみた新任期現任教育の現状や組織以
外に望むサポートを明らかにすることは，現任教育体制
の推進する上で重要であると考える．
 

Ⅱ．研究目的

行政で働く経験 5年以上の保健師からみた新任期現
任教育の現状と所属組織以外に望むサポートを明らかに
し，現任教育体制の推進のための示唆を得ることを目的
とする．

Ⅲ．研究方法

1．対象者
調査に協力が得られた A県の保健所，市町村で働く

各行政機関の代表保健師を除く経験 5年以上の保健師
を対象とした．

2．調査期間　平成 23年 9月 

3．研究方法
A 県の保健師が所属する全ての保健所，市町村等行政

機関の配属先宛に無記名自記式の質問紙を送付して各所
属の代表保健師に質問紙の配布を依頼した．質問紙の返
送は，対象者が直接投函する方法で実施した．
　

4．調査項目
調査項目は，基本属性，現任教育の現状，組織外に

求めるサポートである．
基本属性は，年齢，保健師経験年数，所属，職位，

経験 5年以上の保健師からみた新任期現任教育の現状

では，新人看護職員研修実施の努力義務の認知度，新任
期現任教育についての話し合いの有無，新任期現任教育
の体制，プリセプターや教育担当者以外の経験 5年以
上の保健師の役割の明確化，新人保健師が気軽に相談で
きる人の存在と環境の有無，自分自身が新人保健師のモ
デルとして意識した保健師活動，新任期現任教育に対す
る問題意識，新任期現任教育で困っていること，新人保
健師と一緒に保健師活動をしての楽しさ，新任期現任教
育に関する担当の経験の有無である．
回答方法は，新人看護職員研修実施の努力義務の認

知度，新任期保健師の現任教育についての職場での話
し合い，新人保健師が気軽に相談できる環境は 3件法，
職場の新任期保健師の現任教育の体制，新人保健師と一
緒に保健師活動をして楽しいと感じるかは 4件法とし
た．また，新任期現任教育で困っている内容は自由記載
とした．

5．分析方法
新人保健師と平常の保健師活動で係り，新任期現任

教育を支える保健師の現状を把握するために，代表保健
師を除いた経験 5年以上の保健師を対象とした．本調
査は，統括保健師の制度が明確に打ち出される以前の
調査であり，A県の職場では統括保健師の名称の下で仕
事をしている保健師はほとんどいないために代表保健師
の名称を用いて統括的立場にある保健師を対象から除い
た．また，本調査のデータ収集は A県保健師を対象と
した全数調査と同時に実施したため，県本庁勤務の回答
者は分析対象から除外した．
各項目について記述統計を実施した．また，新人看

護職員研修実施の努力義務の認知度，新任期現任教育に
ついての話し合い，新任期現任教育の体制，プリセプター
や教育担当者以外の保健師の役割の明確化，新人保健師
が困ったときに気楽に相談できる人の存在と相談できる
環境，後輩保健師と組んで仕事をした経験，自分自身が
新人保健師のモデルとして意識した保健師活動，新任期
現任教育に対する問題意識の 9項目については，新人
保健師と一緒に保健師活動しての楽しさと関連をみる
ために Fisher の正確確率検定（両側）を行った．また，
新任期保健師の現任教育で困っている内容は，類似した
ものを集めカテゴリー化した．分析には，統計解析ソフ
ト SPSS ver.24.0 を用いた．

6．倫理的配慮
研究の趣旨，研究協力の自由意志，不参加による不利

益がないこと，個人のデータは本研究のみに使用するこ
と，研究成果の発表等では組織や個人が特定されないこ
とを代表保健師と研究対象者に文書で説明した．個人の
プライバシー保護および調査への参加の任意性を保障す
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るために対象者が直接投函できるようにし，返送をもっ
て承諾が得られたとした．本研究は埼玉医科大学保健医
療学部倫理委員会の承認（承認番号 57）を得た．なお，
本研究では申告すべき利益相反（COI）は存在しない．

Ⅳ．結果

925 人に配布し 299 人（回答率 32.3％）の回答が得
られ，有効回答は 294 人（有効回答率 98.3％）であった．

1．対象者の概要
対象者の内訳は，性別は「女性」が 291 人（99.0％），

年齢階級別は「30 ～ 39 歳」が 144 人（49.0％）と最
も多く，次いで「40～ 49歳」が 106 人（36.1％）で，
平均年齢は 39.7（S.D ± 6.6）歳であった．出身保健師
養成機関は「短大専攻科」157 人（53.4％），「専門学
校」が 85人（28.9％），「4年制大学」が 51人（17.4％）
であった．保健師経験は，「10 ～ 14 年」が最も多く
98人（33.3％），次いで「15～ 19年」が 59人（20.1％）
で，平均経験年数は 15.2（S.D ± 6.5）年であった．所
属組織は「市町村」が 219 人（74.5％），所属分野は「保
健分野」が 184 人（62.6%），職位では「主任」141 人
（48.0％）が 最も多い（表 1）．

2．経験 5 年以上の保健師からみた新任期現任教育の現
　状について
新人看護職員研修実施の努力義務であることの認知

度は，「よく知っている」13人（4.4％），｢知っている
｣73 人（24.8％），「知らない」201 人（68.4％）であった．
新任期現任教育についての職場での話し合いでは「ある」
が 91人（31.0％），「ない」が 192 人（65.3％）であっ
た（表 2）．
職場の新任期現任教育の体制は「十分整っている」

18 人（6.1％），｢ 整っている ｣102 人（34.7％），「ま
あまあ整っている」110 人（37.4％），「整っていない」
49 人（16.7％）であった．プリセプターや教育担当者
以外の保健師の役割が，「明確である」35人（11.9％），
｢明確でない ｣242 人（82.3％）であった （表 2）．
新人保健師が困った時に気楽に相談できる人の存在

は「ある」246 人（83.7％），「ない」26人（8.8％）で，
相談できる環境は，「十分ある」が 49人（16.7%），「ある」
200 人（68.0％），「ない」25人（8.5％）であった（表 2）．
プリセプターの経験は，「ある」112 人（38.1％），「な

い」178 人（60.5％）で，新人教育担当の経験は「ある」
53 人（18.0％），「ない」236 人（80.3％），研修責任
者の経験では「ある」11人（3.7％），「ない」88人（30.0％）
であった．また，後輩保健師と組んだ仕事の経験は，「あ
る」247 人（84.0％），「ない」38 人（12.9％）であっ

項　目
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項　目

た（表 3）．
自分自身が新人保健師のモデルとなることを意識し

た保健師活動をしているかは，「意識している」173 人
（58.8％），「意識していない」104 人（35.4％）であっ
た．新任期現任教育に対する問題意識は，「持っている」

経験5年以上の

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

が 122 人（41.5％），「持っていない」が 114 人（38.8％）
であった．新任期現任教育で困っていることは，「ある」
73人（24.8％）で，「ない」221人（75.2％）であった．困っ
た内容は，52件の回答があり，「新人保健師に関するこ
と」「教育体制に関すること」「教育方法に関すること」「職
場体制に関すること」「時間に関すること」の 5つに分
類でき，18 のカテゴリーが抽出された．新人保健師と
一緒に保健師活動をして楽しいと感じるかは，「時々感
じる」が最も多く 170 人（57.8％），次いで「いつも感
じる」「ほとんど感じない」が各 35人（11.9％）であっ
た （表 4，表 5）．

3．組織外に望むサポートについて
経験 5年以上の保健師が組織外に望むサポートでは，

県本庁には，「教育担当者の研修」139 名（47.3％）が
最も多く，次いで「実地指導者の研修」「教育方法の講義」
が各 92 人（31.3％）であった．保健所には，「教育担
当者の研修」64 人（29.2％）が最も多く，次いで「実
地指導者の研修」60人（27.4％）であった．大学には，「教
育方法の講義」116 名（39.5％）が最も多く，次いで「現
任教育の評価の助言」71 人（24.1％）であった．国立
保健医療科学院には，「サポート希望なし」86名（29.3％）
が最も多く，次いで「教育方法の講義」82人（27.9％）
であった （表 6）．

4．新人保健師と一緒に保健師活動の楽しさについて
「新人保健師と一緒に保健師活動をしての楽しさ」と
行った Fisher の正確確率検定（両側）の結果は「新
任期保健師の現任教育についての職場での話し合
い」（P=0.000），「職場の新任期保健師の現任教育の体
制」（P=0.000），「プリセプターや教育担当者以外の経
験 5 年以上の保健師の役割」（P=0.022），「職場は新
人保健師が困ったときに気楽に相談できる人の存在」
（P=0.000），「職場は新人保健師が困ったときに相談で
きる環境」（P=0.000），「後輩保健師と組んで仕事をし
た経験」（P=0.026），「自分自身が新人保健師のモデル
として意識した保健師活動」（P=0.000），「新任期保健
師の現任教育に対する問題意識」（P=0.027）との間に
有意差がみとめられた（表 7）．
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表4.経験5年以上の保健師の新任期現任教育に
　　対する想い

た
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経験5年以上の

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

た

両
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Ⅴ．考察

1．対象者の特性について
A 県における経験 5年以上の保健師の年齢は 30歳代

が 49.0％，40 歳代が 36.1％を占め，平均年齢は 39.7
歳であった．また，経験年数では 10 年から 19 年が約
5割で平均経験年数も 15.2 年で，中堅期後期にある保
健師が多かった．現在の保健師養成課程の主流は 4年
制大学であり，著者が本調査と同時期に実施した保健師
経験 5年未満の保健師の出身校は，4年制大学 58.1％，
専攻科 28.0％，専門学校 14.0％と約 6割弱が 4年制大
学であった（菊池ら , 2016）．それに対して経験 5年以
上の保健師の 4 年制大学出身者は，17.4％と，多くが
自分とは異なる養成課程の保健師を指導している現状で
あった，自分自身の経験のみで新人保健師の理解をする
のには限界があると思われる．これは著者が報告してい
るプリセプターの現状（菊池ら , 2017）と同様で，今
後は経験 5年以上の保健師においても 4年制大学出身
者が増えることが予測されるが，それまでは，新人保健
師の教育背景である 4年制大学による保健師養成課程
の理解を深める機会が必要と思われる．
職位では，主任が 48.0％，スタッフが 20.1％でその

ほとんどが主任とスタッフであり，73.1％が中堅期で
ある保健師であった．30歳代，40歳代の保健師が主任
やスタッフとして，新人保健師を迎えて共に保健活動に
日々奮闘していることがうかがえる．この傾向は，本調
査と同時期に調査したプリセプターに関する報告（菊池
ら , 2017）と同様であった．

2．経験 5 年以上の保健師からみた新任期現任教育の現
　状について
本調査は，法律が施行され新人看護職員研修の実施

が努力義務となってから 1年半後に実施したものであ
る．新人看護職員研修実施の努力義務の認知度は，「よ
く知っている」「知っている」を合わせても 30.2％とそ
の認知度は低いものであった．また，新任期現任教育に
ついて職場で話し合いがあったのは 31.0％であり，職
場の新任期現任教育体制の整備状況も整っていると回答
したのは 5割に満たなかった．プリセプターや教育担
当者などの新人保健師の教育を担当する以外の保健師の
役割まで明確になっているのは 11.9％と大変少ない．
後輩保健師と組んだ仕事の経験は 84.0％があるが，

プリセプターの経験のある保健師は 38.1％，新人教育
担当の経験は 18.0％と教育的な役割を経験している保
健師は少ない．また，新任期保健師の現任教育で困って
いることがあると 24.8％が回答している．困った内容
は，教育方法に関すること，教育体制に関すること，職
場体制に関すること，時間に関することであった．その

多くが，研修と教育体制や職場体制を整えることで，そ
の改善は望めると考えられる．このような背景から，経
験 5年以上の保健師は，各自の経験を下に新人保健師
に接していると考えられ，新任期現任教育体制が不十分
な中で，教育担当以外の保健師としての役割をどう担う
かは保健師個人に任され，職場での共通認識のない中で
新人保健師に関わっていることが推察される．
新任期は対人支援能力が著しく伸びる時期であるが，

自己評価が低い 3年目までは十分なサポート体制が必
要（佐伯ら , 2004）であり，その十分なサポート体制
を可能にするには，教育担当以外の保健師の力量が欠か
せない．また，松尾（2015）は，人を成長させる最大
の要因は自らの直接的な体験であり，特に行政保健師の
場合は，地域支援や困難事例への対応であると述べてい
る．また，職務への自信を獲得するには経験を積み重ね
るだけでなく事例や事業を検討し評価しあうことが重要
である（小川ら , 2012）．従って，新人保健師が地域支
援や困難事例を担当し，事例や事業を検討し評価しあう
機会を多く持つには教育担当以外の保健師の果たす役割
が大きく，その役割が経験 5年以上の保健師の職務へ
の自信を獲得することにも繋がると考える．
新任期現任教育は，現任教育を担当する保健師に負

担が少なく，また，それらを取り巻く経験 5年以上の
保健師にも負担が少なく成長の機会になり，新人保健師
と共にする保健師活動を楽しく感じながらできることが
理想と考える．
それらの実現には，本調査で有意差が認められた，

新任期保健師の現任教育についての職場での話し合い，
新任期現任教育の体制を整える，プリセプターや教育担
当者以外の経験 5年以上の保健師の役割を明確にする，
職場に新人保健師が困ったときに気楽に相談できる人の
存在や相談できる環境がある，後輩保健師と組んで仕事
をした経験，自分自身が新人保健師のモデルとして意識
した保健師活動，新任期現任教育に対する問題意識を持
つことが鍵になると考える．
著者が本調査と同時期に実施した経験 5年未満の新

人保健師を対象とした調査（菊池ら , 2016）や，プリ
セプターを対象とした調査（菊池ら , 2017）において，
新任期現任教育の体制を整えることが急務であると報告
した．新人保健師，プリセプター，経験 5年以上の保
健師のどの立場からも各職場の新任期現任教育の体制を
整えることが必要であり，併せて，新任期現任教育につ
いて職場で話し合うことや教育担当以外の経験 5年以
上の保健師の役割を明確にすることが望まれる．
塩見ら（2012）は，新任期保健師が抱える職場の課

題の 1つに，日常的に相談できる環境がないことを報
告している．本調査では新人保健師が困ったときに気
楽に相談できる人の存在は 83.7％，相談できる環境は
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84.7％があると回答している．これに対して，著者が同
時期に実施した経験 5年未満の新人保健師を対象とし
た調査（菊池ら , 2016）では，相談できる人の存在は
88.0％，相談できる環境は 84.9％があると回答し，い
ずれも新任期現任教育の満足度と関連していた．このよ
うに同様の結果が得られおり，両者の認識は一致してい
た．A県の行政機関の大半は新人保健師をあたたかく迎
え入れていることがうかがえ，A県の行政機関は引き続
きこの良さを保っていくことが望まれる．新人保健師が
気楽に相談できる人の存在や環境は，新人保健師の現任
教育の満足度を高め，経験 5年以上の保健師が新人保
健師と楽しく保健師活動ができるためにも大切な要素で
あると考えられる．
保健師個人としては，後輩保健師と組んで仕事をし

た経験があること，自分自身が新人保健師のモデルとし
て意識した保健師活動をすること，新任期保健師の現任
教育に対する問題意識を持つことは，新人保健師と一緒
に保健師活動を楽しくできることと関連していることが
示唆された．後輩保健師と組んで仕事をした経験は，新
人保健師の理解や関わり方などを考えることに役立ち，
新人保健師に配慮をしつつよい関係を築くことができ，
新人保健師と一緒に活動をする際に楽しさを感じること
に繋がると考える．
また，保健師としてのキャリア開発においても，ど

の時期に後輩保健師と組んで仕事をするか，新人保健師
から見た経験 5年以上の保健師のあり方や経験 5年以
上の保健師を対象とした新任期現任教育についての研修
等の検討を行い，経験 5年以上の保健師の現任教育プ
ログラムに取り入れることが望まれる．
守田（2016）によると人材育成を研修内容に取り上

げているのは，中堅期研修で 8都道府県，管理期研修
でも 26都道府県であった．また，市町村保健師が系統
的な現任教育を受ける機会が少ないことが明らかになっ
ている（日本看護協会 , 2010）．保健師に係る研修のあ
り方等に関する検討会の最終とりまとめ（厚生労働省 , 
2016）では，体系的な研修体制の構築にむけて自治体
保健師の標準的キャリアラダーによる能力が整理され
た．キャリアラダーの能力の枠組みでは，専門職とし
ての活動において，管理活動の 1つとして「人材育成
のための能力とは，プリセプター役割を担える，後輩
を指導できる，人材育成計画を作成し遂行できるなど，
組織や人を育てる能力である」としている（奥田ら , 
2016）．また，中堅期保健師の人材育成に関するガイト
ライン（永江ら , 2012）では中堅期に求める能力にお
いて，マネジメント能力として「新任保健師・若手関係
職員・他職種等の助言・指導，プリセプターとして新任
者の能力に見合った助言・指導，新任者のキャリアアッ
プをともに考えた支援　等」とある．また，強化すべき

課題として「新任教育としてプリセプターを経験するこ
とにより，中堅期保健師としての育ちにつながる．業務
としての人材育成の必要性についての意識化が必要であ
る．」を挙げている．また，先に挙げた自治体保健師の
標準的キャリアラダー（厚生労働省 , 2016）では，管
理活動の 1つとして人材育成では，キャリアレベル A-3
で「後輩保健師の指導を通して人材育成上の課題を抽出
し，見直し案を提示できる」，A-4 では「保健師の研修
事業を企画し，実施・評価できる」となっている．この
ように，経験 5年以上の保健師自身のキャリアアップ
を視野に入れた新任期現任教育を検討する必要がある．

3．経験 5 年以上の保健師が組織外に望むサポートにつ
　いて
本調査では，経験 5年以上の保健師が自分の所属す

る行政組織以外に望んでいるサポートは，県本庁に対し
て望んでいるものが多く，望んでいない保健師は11．9％
に過ぎなかった．教育担当者の研修，プリセプター等の
実地指導者の研修，教育方法の講義，研修責任者の研修
である．新任期の現任教育体制が整っている行政機関が
少ないことから，これらの要望があることがうかがえる．
市町村に所属する経験 5年以上の保健師が保健所に望
むサポートは，より身近なサポートとして教育担当者の
研修，実地指導者の研修，教育方法の講義，OJT 実施の
助言・指導である．大学に望むサポートは，教育の方法
の講義が最も多く，次いで現任教育の評価の助言であっ
た．国立保健医療科学院には，教育の方法の講義，研修
の企画の助言が多くなっている．このように，県本庁や
保健所と大学，国立保健医療科学院に望むサポートは異
なり，これはそれぞれの機関の特徴を捉えている．また，
望むサポートに回答している延べ人数は県本庁が最も多
く，次いで保健所，大学，国立保健医療科学院と続く．
村嶋（2016）は，自治体保健師の人材育成体制構築の
推進に向けての今後の保健師に係る研修のあり方で，都
道府県や保健所による市町村への支援，規模や特性の近
い市町村間の連携，教育機関との連携推進の重要性を述
べている．したがって，これらを踏まえて，県本庁，保
健所，大学，国立保健医療科学院の機能を考慮し，各機
関がそれぞれの役割を担い，サポートする必要がある．
また，各機関が一同に集まり話し合い，それぞれの役割
を明確にして要望にあったサポートをすることが効果的
であり，効率的であると考える．

Ⅵ．本研究の限界と課題

本調査は，A県で実施したものであり特定の県の状況
であること，回答数も少ないことがこの研究の限界であ
る．また，本調査は6年前に実施した調査であり，その後，
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組織的に新任期現任教育の実施が広く推進されているた
め先駆的とは言い難い．また，代表保健師を除いた経験
5年以上の保健師を対象としたので，経験年数の幅が広
く，年齢や経験，保健師としてのスキルにも差があるこ
とに限界がある．
今後の課題は，新任期現任教育の推進状況に合わせ

て，保健師の経験年数や年齢を考慮しつつ，行政で働く
経験 5年以上の保健師からみた新任期現任教育のあり
方や新任期現任教育における経験 5年以上の保健師の
役割の有用性を検討していく必要がある．

Ⅶ．結語

経験 5年以上の保健師からみた新任期現任教育の現
状は，教育体制や職場での共通認識が図られていない中
でそれぞれが役割を担っていることが推察された．経験
5年以上の保健師が新任期保健師と楽しく保健師活動を
するには，新任期現任教育体制について話し合い，教育
担当以外の保健師の役割を明確にし，各職場の新任期現
任教育体制を整えること，経験 5年以上の保健師が新
任期保健師と係ることをキャリア開発と位置づけ，どの
時期に後輩保健師と組んだ仕事をするかの人員配置，新
任期現任教育に関する研修等，現任教育の研修内容を検
討することが望まれる．また，県本庁，保健所，大学，
国立保健医療科学院の機能を踏まえた新任期現任教育へ
のサポートのニーズがあることが示唆された．
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